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１．指定工場の点検・整備・検査に係る法的根拠と指定整備記録簿の関係 

（保安基準適合証等） 

車両法第 94 条の 5 指定自動車整備事業者は、自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。）

を国土交通省令で定める技術上の基準(指定規則第６条)により点検し、当該自動車の保安基準に

適合しなくなるおそれがある部分及び適合しない部分について必要な整備をした場合において、

当該自動車が保安基準に適合する旨を自動車検査員が証明したときは、請求により、保安基準適

合証及び保安基準適合標章（第 16 条第 1 項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車並びに

第 69 条第 4 項の規定による自動車検査証返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車及び二輪

の小型自動車にあっては、保安基準適合証）を依頼者に交付しなければならない。(以下略) 
 

４  第１項の場合においては、自動車検査員は、国土交通省令(指定規則第８条第１項)で定める

基準により、当該自動車が保安基準に適合するかどうかを検査し、その結果これに適合すると認

めるときでなければ、その証明をしてはならない。この場合において、自動車検査員が当該自動

車について国土交通省令(指定規則第８条第２項)で定める技術上の基準により同項の点検を行い、

その結果保安基準に適合すると認めた部分は、国土交通省令(指定規則第８条第３項)で定めると

ころにより、検査において保安基準に適合するものとみなす。  
 

（点検の基準） 

指定規則第 6 条 法第 94 条の 5 第 1 項の国土交通省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲

げる自動車の区分に応じそれぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１）～（３）略 

（４）法第 48 条第 1 項第 3 号に掲げる自動車にあつては、次に掲げる点検 

  イ 自動車点検基準別表第 6 に定めるすべての点検 

 

                              ロ 主として砂利道等舗装さ 

れていない道路において運行 

する等使用の状況が特殊であ 

るため、イに掲げる点検のみ 

によっては当該自動車が保安 

基準に適合するかどうか及び 

適合しなくなるおそれがない 

かどうかを判断することがで 

きない場合においては、別表 

第５に掲げる点検のうち、そ 

の判断のために必要な点検 

 

 

               

 

 

 

 

ハ 無段変速装置、電気装置の断続器

等特殊な構造及び装置を有するため、

イに掲げる点検のみによっては当該

自動車が保安基準に適合するかどう

か及び適合しなくなるおそれがない

かどうかを判断することができない

場合においては、当該特殊な構造及

び装置に関してその判断のために必

要な点検 

 

 

点  検  箇  所 点検内容 

かじ取り装置 
ギヤ・ボックス 機能 

ナックル又はかじ取り車輪 旋回動作 

制動装置 倍力装置 機能 

走行装置 リム又はディスク・ホィール 損傷 

緩衝装置 
シャシばね又はショックアブ

ソーバー 
緩衝能力 

動力伝達装置 

クラッチ、トランスミッション

又はトランスファ 

断続機構、変速機構又

は動力配分機構の機能 

プロペラ・シャフト又はドライ

ブシャフト 
回転時の状態 

原   動   機 運転状態 

別表第５に定める点検 ☑ 
シビアコンディションによる点検 ☑ 

記載例 

別表第５（第６条関係） 特殊な構造装置の点検 ☑ 
メーカーが指定している点検 ☑ 

記載例 
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（検査等の基準） 

指定規則第 8 条 法第 94 条の 5 第４項前段の国土交通省令で定める基準（法第 94 条の 5 の 2

第３項において準用する場合を含む。）は、別表第 2 に定めるものとする。 
 

別表第 2（検査の基準）（第 8 条関係） 

２ 法第 94 条の 5 第４項後段の国土

交通省令で定める技術上の基準は、第 6

条の点検に別表第 2 の 1 の項及び 2 の

項に定める方法に準じて行う点検を加

えたものとする。 

 

3 自動車検査員が、前項の基準により

法第 94 条の 5 第 1 項の点検を行い、

その結果保安基準に適合すると認めた

部分は、その後実施された整備が当該

部分の保安基準に適合している状態に

影響を及ぼすものでなかつた場合に限

り、同条第４項後段の規定により検査

において保安基準に適合するものとみ

なす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     検 査 の 実 施 の 方 法 

1 構造に

関 す る 検

査 

イ 次に掲げる事項が当該自動車検査証、抹消登録証明書又は自動車検査証返納証

明書の記載事項と同一であるかどうかを視認その他適切な方法により検査するも

のとする。 

 （1）長さ、幅及び高さ（2）車両重量及び車両総重量 

ロ 次に掲げる事項について、視認その他適切な方法に より検査するものとする。 

(1) 最低地上高(2) 最大安定傾斜角度(3) 最小回転半径 

2 装置に

関する検

査 ( そ の

１) 

 

 次の表の左欄に掲げる事項について、同表の右欄に掲げる器具を用いて検査する

ものとする。この場合において、(1)、(2)、(10)及び(11)に掲げる事項については、

当該器具を用いて検査することが困難であるときに限り走行その他の適切な方法に

より、(3)及び(6)から(8)及び（9）までに掲げる事項については、道路運送車両の

保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）に適合するかどうかを視認等により容易

に判定することができるときに限り視認等により、それぞれ検査することができる。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3 装置に

関する検

査 

（その2） 

 

次に掲げる装置について、亀裂、がた、取付けの緩みの

有無等を検査用ハンマ等を用いて検査するものとする。

この場合において、道路運送車両の保安基準に適合する

かどうかを視認等により容易に判定することができる

ときに限り、視認等により検査することができる。 

（1）動力伝達装置（2）走行装置（3）操縦装置 

（4）制動装置（5）緩衝装置（6）燃料装置 （7）車

枠及び車体（8）連結装置（9）物品積載装 (10) 内庄

容器及びその附属装置 

４ 装置に

関する検

査 

（その3） 

 

次に掲げる装置について、視認その他適切な方法により

検査するものとする。 

（1）原動機（2）電気装置（3）乗車装置（4）前面ガ

ラスその他の窓ガラス（5）騒音防止装置（6）ばい煙

等の発散防止装置（7）灯火装置及び反射器（8）警報

装置（9）指示装置（10） 視野を確保する装置（11）

走行距離計その他の計器（12）防火装置（13）運行記

録計（14）速度表示装置（15）自動運行装置 

(1) かじ取り車輪の整列状態 サイドスリップ・テスタ 

(2) 制動装置の性能及び制動能力 ブレーキ・テスタ 

(3) 自動車が発する騒音の大きさ 音量計 

(4) 自動車から排出される一酸化炭素の濃度 一酸化炭素測定器 

(5) 自動車から排出される炭化水素の濃度 炭化水素測定器 

(6) 自動車から排出される排出物の黒煙の汚染度 黒煙測定器 

(7)  自動車から排出される排出物の粒子状物質による汚染度 オパシメータ 

(8) 自動車から排出される排出物の汚染度 前照灯試験機 

(9) 警音器の音の大きさ 音量計 

(10) 速度計の指度の誤差 速度計試験機 

(11) 速度表示灯の表示の誤差 速度計試験機 

(12) 車載式故障診断装置の診断の結果 検査用スキャンツール 
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指定整備記録簿（目視等の検査欄）参考資料 

 目視等による検査 保安基準条項 

構 

造 

① 最低地上高  第３条 最低地上高 

② 最大安定傾斜角度  第５条 安定性 

③ 最小回転半径 第６条 最小回転半径 

装 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

置 

① 原動機及び動力伝達装置 第８条 原動機及び動力伝達装置 

② 走行装置 第９条 走行装置等 

③ 操縦装置 第 10 条～第 11 条の 2 操縦装置・緩衝装置 

④ 制動装置 第 12 条～第 13 条 制動装置 

⑤ 緩衝装置 第 14 条 緩衝装置 

⑥ 燃料装置及び電気装置 第 15 条～第 17 条の 2 燃料装置等 

⑦ 車枠及び車体 第 18 条～第 18 条の 2 車枠及び車体・巻き込み防止装置

等 

⑧ 連結装置 第 19 条 連結装置 

⑨ 乗車装置及び物品積載装置 第 20 条～第 28 条 乗車装置・座席・座席ベルト・乗

降口 等 

⑩ 前面ガラスその他の窓ガラス 第 29 条 窓ガラス 

⑪ 騒音防止装置 第 30 条 騒音防止装置 

⑫ ばい煙等の発散防止装置 第 31 条 ばい煙、悪臭のあるガス、有害な

ガス等の発散防止装置等 

⑬ 灯火装置及び反射器 第 32 条～第 40 条, 

第41条の4～第41条の5 

前照灯・前部霧灯・車幅灯・後部

反射器・制動灯・緊急制動表示灯 

等 

⑭ 警報装置 第 43 条～第 43 条の 10 警音器・非常信号用具・盗難発生

警報装置・車線逸脱警報装置 等 

⑮ 指示装置 第 41 条～第 41 条の 3 方向指示器・補助方向指示器・非

常点滅表示灯 

⑯ 視野を確保する装置 第 44 条～第 45 条 後写鏡等・窓ふき器等 

⑰ 走行距離計その他の計器 第 46 条 速度計等 

⑱ 防火装置 第 47 条 消火器 

⑲ 内圧容器及びその附属装置 第 47 条の 2 内圧容器及びその付属装置 

⑳ 自動運行装置 第 48 条 自動運行装置 

㉑ その他 第 46 条の 2 

第 48 条の 2～第 52 条 
事故情報計測記録装置・運行記録

計・速度表示装置 等 
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２．「OBD 点検」「OBD 検査」「OBD 確認」について 

 

OBD 点検 OBD 検査 OBD 確認(任意) 

開始時期 令和 3 年 10 月 1 日 令和 6 年 10 月 1 日 
(輸入車は令和 7 年 10 月 1 日) 

令和 6 年 10 月 1 日 
(輸入車は令和 7 年 10 月 1 日) 

実施時期 1 年毎の点検時※3 完成検査時 実施義務なし 

対象車両 OBD を備える自動車 
(大特、被けん引車、二輪を除く) 

令和 3 年 10 月 1 日 
（輸入車:令和 4 年 10 月 1 日）以
降の新型車 
(大特、被けん引車、二輪を除く) 

 

対象装置 下記の識別表示(警告灯) 
･原動機、制動装置、ABS、エア
バッグ 
 
 
･衝突被害軽減制動制御装置※4 
･自動命令型操舵機能※4 
･自動運行装置※4 

･運転支援装置 
(ABS、ESC、ブレーキアシスト、

自動ブレーキ、車両接近通報装置) 

･自動運行装置 
･排ガス関係装置 

 

実施作業 
又は 

対象作業 

整備用スキャンツールを用いて
点検又は識別表示(警告灯)を用
いて目視による点検※5 
(メーカーの指示がある場合はその方

法) 

検査用スキャンツールを用い
て検査 
(認定機器は（一社）日本自動
車機械工具協会の HP に掲載) 
 

検査用スキャンツールを用い
て確認 
(認定機器は（一社）日本自動車
機械工具協会の HP に掲載)  

備考 ※3 記録簿に記載する 
 
 
※4 保安基準が適用される装置
に限る 
※5 整備作業が発生せず、点検だ
けならば、電子制御装置整備の認
証は不要 

OBD 検査の通達の適用 OBD 検査の通達の適用  
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３．電子車検証の取扱いについて

電子車検証で指定整備を行う際は、必ず

「車検証閲覧アプリ」を使用してください

車検証閲覧アプリ（オンラインモード）
を使用し、電子車検証のICタグを
読み取る

アプリのインストールはこちらから

電子車検証発行時や更新時に、支局から

発行される「自動車検査証記録事項」では

指定整備を行うことはできません

注意

中国運輸局島根運輸支局

表示された 車検証情報 又は

｢自動車検査証記録事項｣をPDF
形式で表示（印刷可）により確認する
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４．電子保安基準適合証の注意点について 

  

〇使用者氏名等の漢字が車検証に記載されている通りに入力できない。  

 第３水準・第４水準の漢字は使用できないため、常用漢字へ置き換えて入力

すること。  
 (常用漢字が不明の場合は、当該漢字のみをカナで入力すること)  
   
  

例） 濵田 一郎  ⇒  浜田 一郎  又は 

 濱田 一郎  又は  ハマ田 一郎  
  
   

〇走行距離計表示値が前回車検時より少ない。  

 今回 15,800km 前回 23,900km の場合  
 ⇒ 電子保適のシステムへの入力時「km 解除」を選択する。  
  
今回 22,000mile  前回 35,000mile の場合  
 ⇒ 電子保適のシステムへの入力時「mile 解除」を選択する。  
  
被けん引自動車及び大型特殊自動車の場合  
 ⇒ 「未設定」を選択する。  
  

〇最終検査申請日の入力について  

補助機能として、入力している情報を元にした最終検査申請日の

計算機能が使える場合があるが、入力した情報に誤りがあった場

合、最終検査申請日も誤っている可能性があるため、必ず交付時に

確認すること。  
  
  

   

〇中古新規の場合 

現車提示が不要な車両のみ適合証の交付が可能。            

システム上、自賠責保険への加入が必要となる。 
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５．最終の検査申請日の取扱いについて 

最終の検査申請日を指定することにより、新たに加入する自賠責保険が更新されるべき自

動車検査証の有効期間の全部と重複しているのであれば保安基準適合証の交付ができる。 

例１：自家用乗用者（車検証の有効期限：令和 7 年 10 月 23 日）に適合証を交付する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２：自家用乗用者（車検証の有効期限：令和 7 年 10 月 23 日）の有効期限の 2 ヶ月より前に申請

して保険期間を短くする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R9.8.21 

自賠責（新） 

R5.10.24 R9.10.24 

自賠責（旧） 

R7.10.24 

車検証（旧） 車検証（新） 

R7.10.23 
R9.10.23 

適合証 

R7.10.11 R7.10.25 

最終検査申請日 令和 7 年 10 月 24 日 

令和 7 年 10 月 25 日に申請すると、車検証の有効期限が

令和 9 年 10 月 24 日となり、自賠責が不足する。 

自賠責（新） 

R9.8.24 

自賠責（旧） 

R7.10.24 R5.10.24 

車検証（旧） 

車検証（新） 

適合証 

R7.8.11 
R7.8.25 

R7.10.23 

最終検査申請日 令和 7 年 8 月 22 日 

令和 7 年 8 月 23 日に申請すると、車検証の有効期限が

令和 9 年 10 月 23 日となり、自賠責が不足する。 
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